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ムーディーズ、鉄道建設・運輸施設整備支援機構の国内普通債券に Aa2 の格付けを付与

発行総額 450 億円の新規発行債券を対象として

2010 年（平成 22 年）8月 4日、東京、ムーディーズ・インベスターズ・サービスは、独立行政法人鉄

道建設・運輸施設整備支援機構（鉄道・運輸機構）が発行する、発行総額 350 億円、2015 年償還の第

32 回鉄道・運輸機構債、および発行総額 100 億円、2020 年償還の第 33 回鉄道・運輸機構債に Aa2 の

格付けを付与した。これらの債券に政府保証は付されていない。格付けの見通しは安定的である。

Aa2 の格付けには、政府が法律上および規制上の枠組みを適切に維持することで、鉄道・運輸機構の業

務およびファイナンスのリスクが低く抑えられると予想されることなど、同機構の固有の信用力の強

さ、および必要があれば提供されると見込まれる日本政府の信用サポートなどが考慮されている。

鉄道・運輸機構の業務は、鉄道施設の建設、完成後の鉄道会社への貸付けまたは譲渡、船舶の共有建

造、船舶技術の研究開発の支援、旧国鉄資産の処分等、多岐に亘るが、その中でも投資額の最も大き

いのは新幹線鉄道路線の建設である。整備新幹線は政府の方針として整備計画が定められており、鉄

道・運輸機構は法律の規定により一元的にその建設を手掛けることで、政府の鉄道運輸政策において

中心的な役割を担っている。

鉄道・運輸機構に関する前回の格付けアクションは、2009 年 7 月 22 日における、日本の 13 の政府系

発行体格付けの、日本国債と同水準（自国通貨建て債務格付け Aa2）への再配置である。

同機構の格付けに利用された主な格付け手法は、2005 年 4 月発行の"The Application of Joint Default

Analysis to Government Related Issuers" であり、www.moodys.com の Research & Ratings ディレ

クトリ、Rating Methodologies サブディレクトリで閲覧することができる。（なお、当該格付け手法の

日本語版「政府系発行体への複合デフォルト分析の適用」（2005 年 5 月）は、www.moodys.co.jp の

「格付け手法」、「事業会社、金融機関、保険等」で閲覧することができる。)また、格付けの過程で考

慮された他の格付け手法及び要因も Rating Methodologies サブディレクトリで閲覧することができ

る。
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独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構は、2003 年 10 月に設立された独立行政法人である。

以上
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